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エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
変
動
や
環
境
制
約
に

強
い
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
が
わ
が
国
の

大
き
な
政
策
目
標
で
あ
る
。
生
活
面
で
は

暮
ら
し
や
す
い
社
会
を
、
産
業
と
し
て
は

生
産
性
、
国
際
競
争
力
を
高
め
る
技
術
を

採
用
し
、
結
果
と
し
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
の
少

な
い
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
や
経
済
活
動
当
た
り
の
炭
素

強
度
を
低
下
さ
せ
る
低
炭
素
社
会
の
実
現

に
と
っ
て
は
、
①
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
エ
ネ

ル
ギ
ー
効
率
化
）、
②
電
化
の
推
進
、
③

低
炭
素
排
出
電
源
の
利
用（
原
子
力
発
電
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
推
進
、
火
力

発
電
の
高
効
率
化
な
ど
）
が
柱
と
な
る
こ

と
は
間
違
い
な
い
。
前
回
の
連
載
１
回
目

で
は
、
電
化
シ
ナ
リ
オ
の
位
置
付
け
と
簡

単
な
試
算
を
示
し
た
が
、
小
論
で
は
需
要

側
の
重
要
技
術
と
し
て
、
①
、
②
を
対
象

と
す
る
。
ま
た
、
前
回
は
２
０
５
０
年
の

大
幅
排
出
削
減
の
可
能
性
に
つ
い
て
需
給

両
面
か
ら
論
じ
た
が
、
今
回
は
需
要
側
に

お
け
る
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
焦
点
を
当
て
る

た
め
、
あ
る
程
度
個
別
技
術
の
進
歩
を
見

通
せ
る
30
年
度
ま
で
を
視
野
に
入
れ
る
。

　

対
象
と
す
る
需
要
側
の
技
術
に
つ
い
て

は
、
電
力
中
央
研
究
所
で
の
個
別
技
術
開

発
の
取
り
組
み
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、

実
現
に
よ
る
イ
ン
パ
ク
ト
の
大
き
な
も
の
、

波
及
効
果
の
大
き
な
も
の
な
ど
、
ブ
レ
ー

ク
ス
ル
ー
技
術
を
対
象
と
す
る
。
わ
れ
わ

れ
は
、
電
気
と
い
う
高
品
位
で
環
境
保
全

に
優
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
最
も
効
率
よ
く

使
う
た
め
の
技
術
を
「
最
適
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
技
術
」
と
定
義
し
、
そ
れ
ら
の
普
及

に
よ
り
、
快
適
な
生
活
環
境
と
安
心
・
安

全
な
社
会
を
実
現
す
る
こ
と
を
研
究
の
柱

の
ひ
と
つ
と
し
て
推
進
し
て
い
る
。
最
適

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
は
、
ユ
ー
ザ
ー
の

効
用
を
犠
牲
に
し
な
い
。
こ
れ
は
、
い
わ

ゆ
る
我
慢
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
は
異
な
り
、

長
期
的
に
需
要
側
で
生
産
性
を
向
上
し
、

快
適
性
や
利
便
性
を
犠
牲
に
し
な
い
も
の

で
あ
り
、
結
果
と
し
て
環
境
負
荷
を
大
き

く
低
減
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、使
用
時
間
帯
ま
で
考
慮
に
入
れ
、

需
要
側
で
オ
フ
ピ
ー
ク
需
要
を
喚
起
す
る

貯
蔵
式
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
技
術
は
、
原

子
力
発
電
の
一
層
の
導
入
を
技
術
的
に
可

能
に
し
、
需
給
両
面
で
低
炭
素
化
を
可
能

と
す
る
。
わ
れ
わ
れ
は
、
こ
の
よ
う
な
需

給
一
体
で
炭
素
強
度
の
低
い
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
を
促
進
す
る
こ
と
を
提
案
し
て
い
く
。

　

本
稿
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
部
門
に

お
け
る
連
載
の
初
回
と
し
て
、
生
活
に
密

着
す
る
家
庭
部
門
と
オ
フ
ィ
ス
な
ど
エ
ネ

ル
ギ
ー
需
要
の
伸
び
の
大
き
な
業
務
部
門

に
お
い
て
、
ど
の
よ
う
な
最
適
エ
ネ
ル
ギ
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あ
り
、民
生
部
門
が
最
も
増
加
し
て
い
る
。

　　

ス
イ
ッ
チ
を
押
せ
ば
明
か
り
が
つ
き
、

リ
モ
コ
ン
を
操
作
す
れ
ば
ク
ー
ラ
ー
が
寝

苦
し
い
夏
の
暑
さ
か
ら
も
解
放
し
て
く
れ

る
。
蛇
口
を
ひ
ね
れ
ば
お
湯
が
出
、
ス
ト

ー
ブ
に
火
を
と
も
せ
ば
、
寒
い
夜
も
快
適

で
あ
る
。
ふ
だ
ん
何
気
な
く
使
っ
て
い
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
が
、
私
た
ち
の
生
活

は
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
う
こ
と
で
あ
る
と
い

っ
て
よ
い
。
こ
の
よ
う
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

使
用
に
よ
っ
て
、
家
庭
か
ら
、
直
接
的
、

間
接
的
に
Ｃ
Ｏ
２

が
排
出
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。
家
庭
部
門
か
ら
の
排
出
量
は
わ
が

国
全
体
の
14
％
を
占
め
る
。
図
２
は
世
帯

当
た
り
の
年
間
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

10
・
５
Ｇｃａ
ｌ
の
用
途
別
割
合
を
示
し

た
も
の
で
あ
る
。
暖
房
と
給
湯
が
、
そ
れ

ぞ
れ
24
％
と
31
％
を
占
め
る
。
つ
い
で
、

厨ち
ゅ
う
ぼ
う房（

煮
炊
き
）、
冷
蔵
庫
、
照
明
で
消

費
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
大
き
い
。
省
エ

ネ
ル
ギ
ー
と
い
う
と
、
し
ば
し
ば
冷
房
が

取
り
ざ
た
さ
れ
る
が
、
冷
房
に
使
わ
れ
る

エ
ネ
ル
ギ
ー
は
家
庭
で
は
い
ま
だ
大
き
く

な
い
。

　

こ
こ
で
は
、
省
エ
ネ
・
Ｃ
Ｏ
２
削
減
を
、

（1）
電
化
促
進
と
電
気
機
器
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
化
と
（2）
住
宅
性
能
（
断
熱
性
・
気
密

性
）
の
向
上
の
観
点
か
ら
見
て
み
た
い
。

な
お
、
こ
こ
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
う
こ

と
に
よ
っ
て
得
ら
れ
る
便
益
を
犠
牲
に
す

る「
我
慢
の
省
エ
ネ
」は
取
り
上
げ
な
い
。

あ
く
ま
で
も
便
益
の
維
持
あ
る
い
は
向
上

を
前
提
に
し
た
上
で
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

あ
る
い
は
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
削
減
す
る「
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用
」
を
取
り
上
げ

る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用
を
技
術

的
に
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
、
わ
が
国
に

と
っ
て
問
題
解
決
へ
の
正
し
い
ア
プ
ロ
ー

チ
で
あ
る
と
信
じ
る
か
ら
で
あ
る
。
我
慢

を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
本
当
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
が
な
く
な
っ
た
時
、
あ
る
い

は
本
当
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
手
に
入
れ
る
こ

と
が
で
き
な
く
な
っ
た
時
で
あ
る
。

（1）
電
化
促
進
と
電
気
機
器
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
化

　

最
近
、
住
宅
の
新
築
着
工
件
数
に
占
め

る
オ
ー
ル
電
化
住
宅
の
割
合
は
20
％
程
度

に
増
え
て
き
て
お
り
、
今
後
も
増
加
が
見

込
ま
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
家
庭
部
門
全

体
の
電
化
率
は
い
ま
だ
45
％
で
、
最
終
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
半
分
以
上
を
ガ
ス
と
灯

物
か
ら
の
漏
出
・
そ
の
他
が
７
％
を
占
め

る
。

　

民
生
部
門
か
ら
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
（
１

０
０
万
ｔ
―
Ｃ
Ｏ
２
）
は
、
産
業
部
門
と

運
輸
部
門
に
比
べ
て
伸
び
が
大
き
い
（
図

1
）。
１
９
９
０
年
か
ら
05
年
ま
で
の
部

門
別
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
の
増
加
率
は
、
産
業

部
門
が
マ
イ
ナ
ス
６
％
、
運
輸
部
門
が
18

％
で
あ
る
の
対
し
、
民
生
部
門
が
41
％
で

ー
利
用
技
術
が
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
Ｃ
Ｏ
２

削
減
を
も
た
ら
す
か
、
で
き
る
限
り
定
量

的
な
見
通
し
を
与
え
、
今
後
、
注
力
す
べ

き
技
術
分
野
を
明
ら
か
に
し
て
い
く
。

　

05
年
に
お
け
る
需
要
部
門
別
Ｃ
Ｏ
２

排

出
量
の
割
合
は
、
産
業
部
門
が
35
％
、
運

輸
部
門
が
20
％
、
家
庭
と
業
務
部
門
か
ら

な
る
民
生
部
門
が
32
％
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転

換
部
門
が
６
％
、
工
業
プ
ロ
セ
ス
・
廃
棄

C
O
2
排
出
量
(百
万
t-C
O
2)
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図1 日本の部門
別CO2排出量の
推移 [1]

暖房 24%
【電気 3%】

給湯 31%
【電気 3%】

厨房 8%
【電気 2%】

冷房 2%

冷蔵庫 7%

電化率 45%

照明 7%

その他 21%

「エネルギー・経済統計要覧」、「電力需給の概要」を利用して作成
100%：10.5Gcal/世帯/年（最終エネルギー消費）

図2 家庭部門に
おける用途別エ
ネルギー消費量
（2006年度）

2
家
庭
部
門
の
電
化
に
よ
る

Ｃ
Ｏ
２

削
減
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油
が
占
め
て
い
る
。
図
２
に
示
し
た
よ
う

に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
大
き
い
暖
房
、

給
湯
、
厨
房
に
占
め
る
電
気
の
割
合
は
い

ま
だ
小
さ
い
。
そ
こ
で
、
図
２
に
示
し
た

平
均
世
帯
に
つ
い
て
、
暖
房
、
給
湯
、
厨

房
の
す
べ
て
に
都
市
ガ
ス
を
使
っ
た
場
合

と
こ
れ
ら
を
電
気
で
賄
っ
た
場
合
の
年
間

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
試
算
、
比
較
し
た
結
果

が
表
１
で
あ
る
。
暖
房
は
ガ
ス
フ
ァ
ン
ヒ

ー
タ
ー
と
エ
ア
コ
ン
、
給
湯
は
ガ
ス
給
湯

器
と
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯
機
、
厨
房
は
ガ

ス
コ
ン
ロ
と
Ｉ
Ｈ
コ
ン
ロ
の
比
較
に
な
っ

て
い
る
。
表
１
か
ら
分
か
る
よ
う
に
、
ガ

ス
か
ら
電
気
へ
の
転
換
に
よ
っ
て
、
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
が
14
％
程
度
削
減
で
き
る
。

　

近
年
、
化
石
燃
料
を
燃
や
す
タ
イ
プ
の

機
器
で
あ
っ
て
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
は

格
段
に
上
が
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
潜
熱

回
収
型
の
ガ
ス
給
湯
器
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
０
・
95
を
実
現
し
て
い
る
。
し
か
し
、

化
石
燃
料
を
単
純
に
燃
や
す
タ
イ
プ
の
機

器
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
が
１
を
超
え
ら

れ
な
い
。
ま
た
、
化
石
燃
料
の
持
つ
炭
素

含
有
量
は
決
ま
っ
て
い
る
の
で
、
燃
料
の

Ｃ
Ｏ
２

排
出
原
単
位
（
単
位
発
熱
量
当
た

り
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
）
は
改
善
し
よ
う
が

な
い
。

　

一
方
、
電
気
に
お
い
て
は
、
ヒ
ー
ト
ポ

ン
プ
技
術
の
進
歩
が
目
覚
ま
し
く
、
エ
ア

コ
ン
（
暖
冷
房
）
や
、
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
と

呼
ば
れ
る
電
気
式
給
湯
機
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
（
成
績
係
数
Ｃ
Ｏ
Ｐ
と
呼
ば
れ
て
い

る
）
は
４
を
超
え
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て

い
る
。
長
期
的
に
は
６
と
い
う
開
発
目
標

を
掲
げ
て
、
高
効
率
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
を
開

発
す
る
こ
と
が
、「Cool Earth 

エ
ネ

ル
ギ
ー
革
新
技
術
計
画
」
の
中
に
位
置
付

け
ら
れ
て
い
る
。

　

電
力
会
社
の
火
力
発
電
所
か
ら
家
庭
に

電
気
を
供
給
す
る
場
合
、
発
電
所
で
消
費

さ
れ
た
化
石
燃
料
の
持
つ
エ
ネ
ル
ギ
ー（
１

次
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
の
う
ち
、
電
気
と
し
て

家
庭
に
届
け
ら
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
40
％

弱
で
あ
る
。
し
か
し
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
＝
３
の
ヒ

14%↓

電力
石油

石油

※エアコン（暖房）のCOP=3.0、ガスファンヒーターの機器効率=0.8
※エコキュートのCOP=3.0、ガス給湯器の機器効率=0.8
※IH調理器の機器効率=0.8、ガスコンロの機器効率=0.4
※0.410ｋｇ-CO2/kWh（電事連2006年度）
※他のデータはエネルギー・経済統計要覧’08から引用あるいは算出

最終エネルギー消費
（Mcal/世帯/年）

一般住宅
（都市ガス）

冷房
照明・動力他
暖房
給湯
厨房
合計

236
3,676
2,481
3,269
825
10,487

236
3,676
662
872
413
5,858

113
1,753
520
685
173
3,243

113
1,753
315
416
197
2,793

オール電化
住宅

一般住宅
（都市ガス）

オール電化
住宅

CO2排出量
（kg-CO2/世帯/年）

表1 オール電化住
宅のCO2排出量の
分析（0.410kg-
CO2/kWh）

オール電化住宅では、電
気・ガス併用の一般住宅
と比較して、CO2下流排
出量を14％削減できる。
将来、電力の排出原単位
および機器エネルギー効
率が改善されるとさらに
削減率は増加する。

Amenity

住宅設計図（CADデータ）

低気密の居間 高気密の居間

温熱快適性（室内の温度分布）

エネルギー消費量  エネルギーコスト
CO2排出量

図3 住宅用室内温熱環境設計ツール“Amenity”
本ツールを用いると、住宅の設計図（CADデータなど）から住宅建築後のエネルギー消費量、CO2排出量、エネルギーコスト、温熱
快適性等を事前に評価することができ、快適性と省エネルギー性を両立させた住宅の設計に役立つ。例えば、東京における次世代省
エネ基準の住宅では、旧省エネ基準の住宅と比較して、暖房エネルギーが27％程度、冷房エネルギーが16％程度削減でき、しかも、
屋内の温度むらが小さくなり、熱的にもより快適な室内環境を実現できることなどが分かる。
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ー
ト
ポ
ン
プ
を
使
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
家

庭
で
は
発
電
所
で
消
費
さ
れ
た
化
石
燃
料

の
１
・
２
（
＝
０
・
４
×
３
）
倍
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
暖
冷
房
や
給
湯
に
利
用
で
き
る
。

家
庭
用
エ
ア
コ
ン
の
場
合
に
は
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ

が
５
〜
６
に
達
す
る
も
の
も
現
れ
て
お
り
、

こ
の
場
合
に
は
発
電
所
で
消
費
さ
れ
た
化

石
燃
料
の
２
〜
２
・
４
倍
も
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、

Ｃ
Ｏ
２

の
削
減
効
果
を
考
え
た
場
合
、
電

化
（
化
石
燃
料
か
ら
電
気
へ
の
転
換
）
の

促
進
と
電
気
機
器（
エ
ア
コ
ン
、
給
湯
機
、

冷
蔵
庫
、
照
明
な
ど
）
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効

率
向
上
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
れ
る
効
果
の

ほ
か
に
、電
気
で
は
、発
電
効
率
の
向
上
、

な
ら
び
に
Ｃ
Ｏ
２

を
排
出
し
な
い
原
子
力

や
水
力
、
そ
の
ほ
か
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
利
用
促
進
に
よ
っ
て
Ｃ
Ｏ
２

の
排

出
原
単
位
を
下
げ
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
需
給
両
面
で
低
炭
素
化
を
進

め
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
電
化
促
進
と

電
気
機
器
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
に
は
期

待
が
か
か
る
。

（2）
住
宅
性
能
（
断
熱
性
・
気
密
性
）
の
向

上
　

暖
房
さ
れ
た
住
宅
か
ら
の
熱
の
逃
げ
道

と
し
て
、
窓
、
壁
・
床･

天
井
、
換
気
が

あ
る
。
そ
れ
ぞ
れ
、
逃
げ
る
熱
全
体
の
３

分
の
１
程
度
を
占
め
る
。
断
熱
性
（
窓
、

壁
・
床･

天
井
）
や
気
密
性
（
換
気
）
の

高
い
家
は
そ
れ
だ
け
で
家
庭
に
お
け
る
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
４
分
の
１
を
占
め
る
暖

房
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
節
減
に
な
る
。
東
京
地

域
を
対
象
に
し
た
試
算
に
よ
る
と
、
99
年

に
施
さ
れ
た
次
世
代
省
エ
ネ
基
準
に
基
づ

い
て
建
て
ら
れ
た
住
宅
は
、
80
年
施
工
の

旧
省
エ
ネ
基
準
に
基
づ
い
て
建
て
ら
れ
た

住
宅
よ
り
も
暖
房
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
27
％
程

度
削
減
で
き
る
。
ま
た
、
冷
房
エ
ネ
ル
ギ

ー
に
つ
い
て
は
16
％
程
度
削
減
で
き
る
。

暖
房
や
台
所
に
エ
ア
コ
ン
や
Ｉ
Ｈ
コ
ン
ロ

を
用
い
る
電
化
は
、
燃
焼
ガ
ス
の
排
出
を

伴
わ
な
い
の
で
、
住
宅
の
気
密
性
能
を
向

上
す
る
上
で
相
性
が
よ
い
。
さ
ら
に
、
高

気
密
・
高
断
熱
化
に
よ
っ
て
屋
内
の
温
度

む
ら
が
小
さ
く
な
り
、
熱
的
に
も
よ
り
快

適
な
室
内
環
境
を
実
現
で
き
る
。
暖
房
用

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
は
地
域
差
が
大
き
く
、

従
来
、
寒
冷
地
に
お
い
て
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン

プ
エ
ア
コ
ン
で
は
十
分
な
暖
房
能
力
が
な

い
と
の
印
象
を
ユ
ー
ザ
ー
が
持
っ
て
い
た

た
め
、
石
油
系
暖
房
が
主
で
あ
っ
た
が
、

住
宅
性
能
の
向
上
に
伴
い
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン

プ
シ
ス
テ
ム
を
含
む
全
電
化
住
宅
が
増
加

し
て
い
る
。

　

電
力
中
央
研
究
所
で
は
、
住
宅
の
設
計

図
や
仕
様
書
に
基
づ
い
て
、
建
築
後
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
と
室
内
の
温
熱
快
適
性

を
シ
ミ
ュ
レ
ー
ト
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム

「A
m
enity

」（
図
３
）
を
開
発
し
て
い

る
。
こ
れ
を
用
い
れ
ば
、
Ｃ
Ａ
Ｄ
（
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
ー
を
使
っ
た
設
計
デ
ザ
イ
ン
）

で
つ
く
ら
れ
た
設
計
図
か
ら
、
直
接
、
こ

れ
ら
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
可
能
で
あ

る
。
住
宅
の
間
取
り
、
使
用
す
る
部
材

（
窓
、
断
熱
材
な
ど
）、
使
用
す
る
暖
冷
房

機
器
の
仕
様
変
更
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
や
温
熱
快
適
性
へ
及
ぼ
す
効
果
を
、

建
築
前
に
容
易
に
検
討
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

　　

業
務
部
門
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
、
建
物

床
面
積
の
増
加
と
と
も
に
一
貫
し
て
増
え

続
け
て
お
り
、サ
ー
ビ
ス
経
済
化
に
よ
り
、

今
後
も
排
出
量
の
増
加
が
予
想
さ
れ
て
い

る
。
わ
れ
わ
れ
の
検
討
で
は
、
特
段
の
排

出
削
減
対
策
を
取
ら
な
い
場
合
（
基
準
ケ

ー
ス
）、
人
口
減
少
に
伴
い
建
物
ス
ト
ッ

ク（
床
面
積
）が
減
少
に
転
じ
る
こ
と
と
、

機
器
効
率
の
継
続
的
な
改
善
の
た
め
、
同

部
門
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
は
、
15
〜
20
年
度

に
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
減
少
に
転
じ
る
可
能

性
が
あ
る
。
30
年
度
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
は
、

05
年
度
比
で
約
２
％
増
加
す
る﹇
２
﹈

。

　

省
エ
ネ
規
制
が
事
業
所
単
位
か
ら
企
業

単
位
に
改
め
ら
れ
、
業
務
用
建
物
の
５
割

程
度
が
省
エ
ネ
規
制
対
象
に
な
る
な
ど
、

同
部
門
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
が
強
く
求
め

ら
れ
て
い
る
。
本
検
討
で
は
、
需
要
家
の

長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
選
択
の
変
化
を
考

慮
し
、
省
エ
ネ
技
術
や
燃
料
転
換
技
術
導

入
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２

削
減
可
能
量
と
そ
の
費

用
を
明
ら
か
に
し
、
温
暖
化
防
止
対
策
の

優
先
順
位
を
示
す﹇
２
﹈

。

　

Ｃ
Ｏ
２

削
減
対
策
ケ
ー
ス
と
し
て
、
業

務
部
門
の
活
動
指
標
（
業
務
用
床
面
積
）

に
は
制
限
を
課
さ
ず
、
（1）
建
物
所
有
者
に

建
物
新
設
時
と
既
設
建
物
の
設
備
改
修
時

に
省
エ
ネ
技
術
・
燃
料
転
換
技
術
の
導
入

を
促
し
、
建
物
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
原
単
位

（
kg
―
Ｃ
Ｏ
２
／
㎡
／
年
）
を
削
減
す
る
こ

と
、
ま
た
、
（2）
メ
ー
カ
ー
の
さ
ら
な
る
技

術
開
発
や
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
制
度
な
ど
何

ら
か
の
規
制
措
置
に
よ
っ
て
、
一
部
の
省

エ
ネ
機
器
に
つ
い
て
は
、
基
準
ケ
ー
ス
を

上
回
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
器
効
率
や
機
器
価

3
業
務
部
門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
化
お
よ
び
燃
料
転

換
に
よ
る
Ｃ
Ｏ
２

削
減
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格
の
低
減
を
達
成
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、

長
期
的
に
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
削
減
す
る
こ

と
を
考
え
る
。

（1）
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
技
術

　

地
域
や
建
物
用
途
・
建
物
規
模
に
よ
っ

て
、
選
ば
れ
得
る
熱
源
機
器
の
種
類
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
価
格
、
気
象
条
件
、
都
市
ガ
ス

普
及
率
に
違
い
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
検

討
で
は
地
域
ご
と
、
か
つ
建
物
用
途
・
建

物
規
模
ご
と
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
と
Ｃ

Ｏ
２

排
出
量
を
推
定
す
る
。
地
域
は
、
電

力
会
社
の
供
給
エ
リ
ア
に
相
当
し
、
業
種

は
事
務
所
や
コ
ン
ビ
ニ
な
ど
で
あ
る
。
ユ

ー
ザ
ー
が
採
用
し
得
る
Ｃ
Ｏ
２

削
減
技
術

と
し
て
表
２
に
示
す
空
調
・
照
明
の
高
効

率
化
や
昨
今
の
化
石
燃
料
価
格
高
騰
で
実

際
に
起
き
て
い
る
よ
う
な
燃
料
転
換
を
想

定
す
る
。
検
討
モ
デ
ル
で
は
、
地
域
ご
と

に
エ
ネ
ル
ギ
ー
小
売
価
格
が
異
な
る
こ
と

を
考
慮
し
、
06
年
時
点
の
各
地
域
の
電
力

会
社
の
業
務
用
需
要
家
向
け
料
金
、
大
手

都
市
ガ
ス
会
社
の
業
務
用
需
要
家
向
け
料

金
を
参
考
に
、
各
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
価

格
を
設
定
し
た
。
30
年
度
ま
で
の
将
来
価

格
は
、
そ
の
燃
料
費
部
分
に
つ
い
て
国
際

エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
の
価
格
見
通
し
を
反
映

し
設
定
す
る
。

　

個
別
空
調
は
、
中
小
規
模
ビ
ル
だ
け
で

な
く
、
大
規
模
ビ
ル
（
床
面
積
５
〜
10
万

㎡
ク
ラ
ス
）
で
も
導
入
実
績
が
増
え
て
お

り
、
こ
の
傾
向
は
今
後
も
継
続
す
る
可
能

性
が
あ
り
、
個
別
空
調
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
改
善
は

極
め
て
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
メ
ー
カ

ー
の
さ
ら
な
る
技
術
開
発
と
ト
ッ
プ
ラ
ン

ナ
ー
制
度
な
ど
何
ら
か
の
規
制
措
置
に
よ

っ
て
、
個
別
空
調
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
改
善
の
上
積

み
を
仮
定
し
た
。

　

白
色
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
は
、
メ
ー
カ
ー
の
技

術
開
発
に
よ
っ
て
、
急
速
に
効
率
改
善
と

コ
ス
ト
低
減
が
進
ん
で
お
り
、
一
般
照
明

へ
の
応
用
が
視
野
に
入
り
つ
つ
あ
る
。
Ｂ

Ｅ
Ｍ
Ｓ
（Building Energy M

anagem
ent 

System

）
導
入
単
独
で
年
間
４
％
ほ
ど
の

省
エ
ネ
効
果
が
あ
る
が
、
現
状
で
は
機
器

価
格
が
高
く
、
普
及
対
象
が
限
ら
れ
て
い

る
。
こ
こ
で
は
、
機
器
価
格
が
普
及
価
格

ま
で
低
減
す
る
と
仮
定
し
、
そ
の
Ｃ
Ｏ
２

削
減
効
果
を
評
価
し
た
。

　

空
調
・
給
湯
熱
源
の
電
化
は
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
大
幅
に
削
減
で
き
る
対
策
で
あ

り
、
そ
の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
効
果
を
考
慮

し
た
。
こ
こ
で
、
電
気
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給

湯
は
、
家
庭
用
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
と
同
じ
ス

ピ
ー
ド
で
、
コ
ス
ト
低
減
す
る
と
仮
定
し

た
。
電
化
厨
房
は
、
空
調
・
給
湯
熱
源
の

電
化
と
セ
ッ
ト
で
導
入
す
る
と
仮
定
す
る
。

（2）
Ｃ
Ｏ
２
削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
と
費
用

　

表
２
の
対
策
技
術
が
、
10
年
以
降
に
新

設
さ
れ
る
建
物
あ
る
い
は
設
備
改
修
す
る

既
設
ビ
ル
に
導
入
さ
れ
る
と
仮
定
す
る
と
、

こ
れ
ら
の
需
要
サ
イ
ド
の
省
エ
ネ
技
術
と

燃
料
転
換
技
術
の
普
及
に
よ
っ
て
、
05
年

度
比
で
、
30
年
度
ま
で
に
最
終
エ
ネ
ル
ギ

ー
消
費
量
を
26
％
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量
を
20

％
削
減
で
き
る
こ
と
が
分
か
っ
た﹇
２
﹈

。

Ｃ
Ｏ
２

削
減
に
は
給
湯
・
厨
房
熱
源
の
電

化
の
寄
与
が
大
き
く
、
30
年
度
に
は
最
終

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
電
力
シ
ェ
ア

は
70
％
に
達
す
る
。
既
往
研
究
で
は
、
需

要
家
の
現
実
的
な
投
資
回
収
年
数
を
考
慮

し
て
い
る
と
は
考
え
に
く
い
削
減
率
を
主

張
す
る
も
の
も
散
見
さ
れ
る
が
、
本
検
討

で
は
、
需
要
家
の
経
済
性
を
考
慮
し
、
現

実
性
を
重
視
し
た
削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
で

あ
る
こ
と
に
注
意
さ
れ
た
い
。

　

30
年
度
に
お
け
る
Ｃ
Ｏ
２

削
減
効
果
が

大
き
い
対
策
技
術
は
、
表
３
に
示
す
よ
う

に
給
湯
・
厨
房
の
電
化
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
の

普
及
、
個
別
空
調
の
効
率
向
上
、
高
効
率

コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
導

入
で
あ
る
。
よ
り
排
出
制
約
が
厳
し
く
な

る
と
、
対
策
費
用
の
高
い
Ｂ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の
寄

与
分
が
増
え
る
。
Ｃ
Ｏ
２

削
減
の
費
用
対

効
果
を
考
え
る
と
（
図
４
）、
ま
ず
、
空

調
の
電
化
お
よ
び
空
調
機
器
の
性
能
向
上

の
優
先
順
位
が
高
い
。
ま
た
、
15
年
以
降

で
は
、
技
術
進
歩
が
着
実
に
進
め
ば
、
Ｌ

Ｅ
Ｄ
照
明
が
大
き
な
Ｃ
Ｏ
２

削
減
効
果
を

発
揮
す
る
。
一
部
の
対
策
技
術
の
限
界
Ｃ

Ｏ
２

排
出
削
減
費
用
が
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ

て
い
る
理
由
は
、
（1）
電
気
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ

電力

石炭

石炭

石油

石油

省エネ

燃料転換

分類 対策 説明
個別空調の
COP向上
LED照明
の普及
BEMSの
普及

空調の電化

給湯・厨房
の電化

石油機器の都市ガス化
高効率コー

ジェネレーション
の導入

電気ヒートポンプ（EHP）とガスヒートポンプ（GHP）の個別空調のCOP
が向上する（EHP：現状の4.0から6.0へ、GHP：現状の1.2から1.8へ）。
LED照明の発光効率(lm/W)と照明コスト（円/lm)が、Hf蛍光灯と同等もし
くはそれ以上になり、一般照明用として普及し始める（2015年以降）。
BEMS の導入コストが低下し、普及し始める。 NEDO 補助事業より、
BEMS単独で年間4.3%の省エネ効果を期待できる。
空調熱源をガス石油式から電気式へ変える（例：GHP→EHP、吸収
式→EHPまたは電気中央式）。
給湯と厨房の熱源をガス石油式から電気式へ変える。（例：ガス給湯
→電気ヒートポンプ給湯、ガス厨房→電化厨房）。
A重油・灯油だき機器を、都市ガスだき機器へ変える（例：ボイラー)。
系統電源並に発電効率の高いガスエンジン（発電効率LHV50%）ま
たは固体酸化物型燃料電池SOFC（同40%）と高COPの電気空調熱
源を組み合わせたコージェネレーションを導入する。

表2 検討した業務部門のCO2排出削減技術
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（
Ｅ
Ｈ
Ｐ
）
の
よ
う
に
将
来
の
機
器
価
格

の
低
下
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
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善
に
よ
っ

て
、
初
期
投
資
コ
ス
ト
を
３
年
内
に
省
コ

ス
ト
分
で
回
収
で
き
る
場
合
、
（2）
個
別
空

調
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
向
上
の
よ
う
に
メ
ー
カ
ー
の

開
発
努
力
で
機
器
価
格
ア
ッ
プ
分
が
コ
ス

ト
回
収
可
能
な
範
囲
内
に
収
ま
る
場
合
、

な
ど
が
あ
る
。

　

Ｃ
Ｏ
２

排
出
削
減
に
伴
う
需
要
家
サ
イ

ド
全
体
の
費
用
負
担
は
、
Ｃ
Ｏ
２

削
減
率

が
20
％
の
場
合
、
年
間
１
兆
円
（
初
期
投

資
５
４
０
０
億
円
、
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

４
６
０
０
億
円
）
で
あ
る
。
業
種
別
に
見

る
と
、
事
務
所
ビ
ル
、
卸
小
売
り
、
飲
食

店
の
費
用
が
年
間
２
０
０
０
〜
３
５
０
０

億
円
と
大
き
い
。

の
一
般
住
宅
と
比
較
し
て
Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

を
14
％
削
減
で
き
る
。
将
来
、
電
力
の
排

出
原
単
位
が
改
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れ
る
と
、
さ
ら
に
削

減
率
は
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加
す
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。
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後
、
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宅
の
高
性

能
化
（
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熱
性
、
気
密
性
）、
高
効
率
機

器
の
開
発（
空
調
、照
明
、冷
蔵
庫
な
ど
）、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
技
術
（
太
陽
光
発

電
、
太
陽
熱
）
の
導
入
が
さ
ら
に
重
要
に

な
る
。
こ
の
ほ
か
、
建
物
内
の
上
水
と
下

水
と
の
熱
交
換
に
よ
る
排
熱
利
用
や
、
地

中
熱
を
利
用
す
る
た
め
の
技
術
開
発
も
重

要
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
技
術
の
普
及
の
面

か
ら
は
、
コ
ス
ト
の
抑
制
と
、
ユ
ー
ザ
ー

へ
の
適
切
な
情
報
提
供
や
、
メ
ー
カ
ー
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
、
設
計
・
建
築
事
業

者
な
ど
が
有
機
的
に
連
携
し
た
業
界
横
断

的
な
取
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組
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望
ま
れ
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業
務
部
門
に
お
い
て
は
、
給
湯
・
厨
房

熱
源
の
電
化
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
の
普
及
、
個

別
空
調
熱
源
の
効
率
改
善
、
Ｂ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
の

普
及
、
高
効
率
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン

の
普
及
の
順
番
で
、
排
出
削
減
量
が
大
き

い
。
こ
れ
ら
の
需
要
側
の
省
エ
ネ
・
燃
料

転
換
技
術
の
普
及
に
よ
っ
て
、
30
年
度
ま

で
に
最
大
で
約
20
％
（
05
年
度
比
）
の
Ｃ

Ｏ
２

排
出
量
を
削
減
で
き
る
。
系
統
電
力

の
Ｃ
Ｏ
２

排
出
原
単
位
の
改
善
（
30
年
度

３
０
０
ｇ
―
Ｃ
Ｏ
２

／
ｋ
Ｗ
ｈ
）
を
仮
定

す
る
と
、
さ
ら
に
10
％
追
加
さ
れ
、
合
計

で
30
％
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
が
可
能
で
あ
る
。

　

今
後
の
連
載
で
は
、
こ
れ
ま
で
民
生
部

門
で
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
Ｃ
Ｏ
２

削
減
に
大

き
く
寄
与
し
て
き
た
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
技
術

や
、
今
後
輸
送
部
門
で
期
待
さ
れ
る
電
動

化
の
キ
ー
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
で
あ
る
バ
ッ
テ

リ
ー
技
術
の
役
割
を
紹
介
し
て
い
く
。

　

さ
ら
に
、
こ
れ
ら
需
要
側
技
術
と
太
陽

光
発
電
な
ど
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

本
格
利
用
を
低
コ
ス
ト
で
実
現
し
て
い
く

た
め
に
必
要
な
イ
ン
バ
ー
タ
技
術
、
Ｉ
Ｃ

Ｔ（Inform
ation and Com

m
unication 

Technology

）
な
ど
の
活
用
で
、
電
力
系

統
側
と
一
体
制
御
す
る
次
世
代
グ
リ
ッ
ド

技
術
が
将
来
の
高
品
質
な
電
力
供
給
を
可

能
に
す
る
、
未
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ

ム
像
を
提
示
し
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

電力

石炭

石炭

石油

石油

個別空調(EHP,GHP)

のCOP向上

分類

CO2削減量

(百万 t-CO2)

4.4

空調熱源の電化 2.1

LED照明の普及 5.0

給湯・厨房熱源の電化 10.1
石油だき機器の

都市ガス化

1.8

高効率コージェネの

導入

3.0

合計 32.6

BEMSの普及 6.2

表3 対策技術別のCO2排出削減量
（業務部門、2030年）
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都市ガス化

給湯・厨房
の電化

図4 対策技術別の限界CO2削減費用(業務
部門、2030年)
限界削減費用とは単位CO2排出量を追加的に削減するのに
必要な費用であり、対策技術ごとに異なり、限界削減費用
が小さい対策技術から順番に導入することで(図4の左から
右へ)、全体の長期的な対策コストを最小化できる。図4の
場合、空調の電化や個別空調のCOP向上、LED照明の普
及が、長期的に見て、対策費用が小さいCO2排出削減策で
ある。なお、BEMSは高コストのため、図の範囲外にある。
図4の削減費用は、各対策技術の初期導入コストとエネルギー
コストだけを考慮しており、利便性や快適性、安全性など
の貨幣価値に換算しにくい需要家の便益は含まれていない
ことに注意する必要がある。業務用電化厨房のように削減
費用が高くても、需要家の便益が大きいため、導入されるケー
スもあり得る。

　

オ
ー
ル
電
化
住
宅
は
電
気
・
ガ
ス
併
用

[1]　

国
立
環
境
研
究
所
の
デ
ー
タ
を
基
に
作
成

[2]　

高
橋
雅
仁
、
浅
野
浩
志
：
エ
ン
ド
ユ
ー
ス

モ
デ
ル
に
よ
る
業
務
部
門
の
長
期
的
Ｃ
Ｏ
２

排

出
削
減
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
構

造
変
化
の
分
析
、
電
力
中
央
研
究
所
研
究
報
告

Ｙ
０
７
０
３
９
、
２
０
０
８
年
５
月

4
民
生
分
野
に
お
け
る

重
点
対
策
技
術


